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はじめに
流通を巡る激動が続いている。まさに未曾有の動き・変化と言ってよい。とりわけ、昨
年、流通を巡り久し振りに経済産業省流通政策課より「新流通ビジョン」が公刊されたこ
となどは、この種の動きや変化を示す証左と言えよう１）。
このようなビジョンが公刊されたにはそれなりの理由がある。一つは、今日、依然とし
て流通部門が多くの問題や課題を抱えているというのがそれである。言うまでもなく、流
通部門において問題がなければ、このような形のビジョンが公刊されることもない。言い
換えれば、流通部門が問題を抱えていることが新しいビジョンの公刊に繋がったとも考え
られる２）。
これまで、我が国商業さらには流通の基本的問題として、過多性、複雑性、多段階性、
中小零細性などという事柄がよく指摘されていた。このような諸問題があるからこそ、我
が国では商業政策や流通政策が産業構造審議会は言うまでもなく、多くの場において議
論・検討されてきたわけである。すなわち問題のあるところ、その解決策としての政策あ
り、ということである。
今一つは、今日の経済・社会、さらには環境変化が、流通ビジョンの必要性に拍車をか
けた、ということである。特に、流通技術をはじめとした情報化の進展は物流をはじめ、
商流分野の見直しを迫っている３）。旧来の政策的措置では対応できないような状況が次々
に現出しているのである。大店法の撤廃から大店立地法の制定、さらには街づくり三法の
制定などはその最たる例と言ってよい。
以上のような状況変化の中、本稿は過去、流通政策としてどのような事柄が追求されて
きたかを考察することを主たる目的としている。そのため、過去どのような政策が提示さ
れてきたかを反芻する予定である。まさに「温故知新」である。そのような過去の流通政
策展開を押さえた上で、今後の流通政策を考えることこそが喫緊の課題と言ってもよいか
らである４）。
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Ⅰ．太平洋戦争後における流通政策の展開
１．戦後復興期の商業政策
言うまでもなく、国内商業政策や流通政策が人々の耳目に上り、さらに政策当局の関心
事となったのは決して古いことではない。むしろごく最近、それもここ半世紀ほどのこと
と言ってよい。前稿でみたように、戦前は国内商業政策よりも、むしろ貿易政策の方が重
視されていた５）。勿論、第一次百貨店法が存在したように、大規模小売業と中小小売業と
の軋轢が皆無だったわけではない。戦前においても、小売業態間における対立や衝突は存
在したのである。しかし、その度合いは今日とは較べものにならないのも事実である。
その意味で、国内商業政策に多くの注意が払われるようになったのは、太平洋戦争後と
言ってよい。つまり、政策当局の関心が国内商業政策に対して向けられるようになったの
は、昭和30年以降のことと言えるのである。というのは太平洋戦争前、唯一、国内商業政
策の要となっていた「第一次百貨店法」が昭和22年12月の第一回国会において撤廃された
後、僅かの間だが、国内商業政策を巡っては特筆すべき事柄がなかったからである。当時
は戦後の混乱期で、物資も極端に不足しており、小売業者間の軋轢が生じるような状況で
はなかった。まさに需要＞供給という状態が蔓延しており、財貨をどう確保するかが最重
要課題であり、小売業者間の軋轢などは発生しようがなかったわけである６）。
しかし、昭和30年頃になり、経済白書が「もはや戦後ではない」と述べたことと軌を一
にして、全国各地で大規模小売業と中小小売業との衝突が目立ち始めるようになった。戦
後直ぐの物資不足、朝鮮動乱による好景気、動乱期後の不況などを経て、我が国経済も戦
前の水準を回復し、物資も次第に出回るようになってきたのである。その結果、小売業者
間においても次第に軋轢が生じつつあった。特に、消費の集積地である都市部において対
立が激しくなった。具体例として関西系百貨店の東京進出を巡って、百貨店の営業規制を
求める声が高まったことなどを挙げることが出来る７）。もとより、このような対立・衝突
は何も都市部のみだけでなく、いわゆるスーパーの登場により、地方へと波及していく８）。
まさに燎原の野火の如く、都市部から地方へと広がっていったわけである。
このような対立・衝突は先ず大規模小売業としての百貨店と、中小零細小売商との間で
発生した。加えて大規模小売業たる百貨店相互間の競争激化の結果、一部の百貨店納入問
屋からも苦情等が公正取引委員会にもたらされるようになった。つまり、大規模小売業た
る百貨店と中小小売商との軋轢が増大したため、中小小売商からは百貨店に対する規制を
求める声が高まり、他方、納入問屋からも、百貨店からの要請に対する苦情が目立つよう
になったのである。
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これらの結果、前者、すなわち百貨店と中小小売商の権益調整のため、昭和31年に第二
次百貨店法が国会で可決され、昭和32年より施行されることになった。一方、昭和29年12
月、百貨店法の施行以前に、公正取引委員会は納入問屋からの苦情に応じて、不当返品、
不当値引き、不当委託販売、不当な派遣店員等8項目について、私的独占の禁止及び公正
取引の確保に関する法律に基づく特殊指定を行った。
このように、百貨店を巡る衝突と対立は激化の一途を辿っていったが、戦後の商業政策
あるいは流通政策の展開を考える場合、当時の政策当局の動きも看過できない。何故なら
ば、それら政策策定主体がどのような動きを見せていたかは、当時の政策展開を考える上
で重要な考察事項だからである。中でも政策当局の審議機関の存在を無視することは出来
ない。特に商業・流通を巡る審議会は戦後直ぐと、それ以降では名称を含めて違いがある
し、今日では合同審議会も多くなってきているからである９）。
政策当局による審議会の中でも、最も古いのは昭和30年8月に設けられた「産業合理化
審議会商業部会」である。既述の第二次百貨店法はこの審議会における審議結果を受けて
制定されたものである。すなわち、昭和30年に設置された「産業合理化審議会商業部会」
において当時、問題となっていた百貨店問題が審議され、その結果が第二次百貨店法制定
へと繋がったわけである10）。この審議会は2年後の昭和32年12月に、産業合理化審議会の
改組に伴い、その名称も「産業構造審議会流通部会」へと変更され、その後長きに渡り我
が国商業・流通政策の展開に大きな足跡を残した。
なお当時、百貨店と並び、中小小売商との間で軋轢を引き起こしていた小売形態に、購
買会と小売市場があった。これらは共に、中小零細小売商の権益を侵すとして、百貨店と
並んで規制を求める声が、中小小売商より上がっていた。その結果、これら両小売形態を
規制する法律として、昭和34年に商業調整特別措置法が制定されている。
２．流通部会の設置と商業政策
昭和30年代に突入すると共に、商業・流通を巡り多くの問題が露呈するようになった。
既述の百貨店と中小小売商との軋轢の発生などはその一例である。このような数多くの問
題発生を受けて、単に卸や小売という商業の範疇を超えて、生産者から消費者までを包含
する流通に対する関心が高まった11）。産業合理化審議会商業部会から産業構造審議会流通
部会への名称変更などは、この辺の事情を如実に示すものと考えてよい。
審議会の名称変更と共に、流通部会では次々と流通問題が議論・審議され、公表される
ことになった。流通部会の発足から1年後の昭和33年10月には「割賦販売問題」が審議さ
れ、昭和36年7月には「割賦販売法」が公布されている。また昭和37年12月には我が国流
通機構や流通政策のあり方が審議され、併せて当時隆盛を示しつつあったスーパー等につ
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いての実態調査も実施されている12）。
このような審議の中で、戦後の流通政策展開をリードする、極めて重要な諮問が昭和39
年5月になされた。それは「流通機構の近代化のためには、いかなる対策が必要であるか」
という、昭和39年5月6日付諮問である。この諮問に対して、これ以降数多くの「中間答申」
がなされたのは周知の通りである。とりわけ、この諮問を受けて、昭和39年12月になされ
た第1回の中間答申「流通機構の現状と問題点」は当時における我が国流通機構の状態と
問題に関して、種々の観点より審議・論議した事柄が網羅されている。ただ、第1回中間
答申は標題にみるように、あくまでも当時の状況と問題点を分析・把握しただけで、それ
らの問題の解決策などが明確な形で提示されたわけではない。
つまり、明確な形で流通政策の方向などが提示されるには第2回中間答申「流通政策の
基本的方向」まで待たなければならなかったと言われている13）。第2回中間答申は昭和40
年4月になされたが、この中で流通政策を明確に定義し、その方向性を示している点で、
その後の流通政策展開に大きな影響を及ぼしたと言えよう14）。答申によれば流通政策は
「構造変化の方向を見定めた上で、それが望ましい方向に可及的に円滑に進行することを
側面から促す政策である
．．．．．．．．．．．
（傍点筆者）」というように定義されている15）。
このような定義は我々に多くのことを示唆している。先ず第1は、構造変化の方向をし
っかりと把握する、ということである。政策展開に際して決して忘れてはならない点であ
る。社会構造をはじめ、経済構造などがどのように変化しているかということを理解せず
に政策展開は出来ないし、仮に行っても徒労に終わるということを暗示しているからであ
る。的確な政策展開には、何よりも現状認識、それも構造面や行動面における変化方向を
見据えることが必要だということである。
第2は、望ましい方向に可及的、円滑に進行する、という点である。中でも「望ましい
方向」ということが重要である。当然のことだが、政策が必要とされるのは、当該分野や
領域に何らかの問題が存在するからであり、そのような問題解決は常に社会にとって好ま
しい方向でなされなければならないからである。その点で、政策立案においてはノーマテ
ィブ（規範的な事柄）ということが常に留意されるべきである。また、優先順位も常に配
慮しなければならないことである。それは予算等を含めて、資源が無尽蔵に存在するわけ
ではないからである。まさに、政策展開における大前提と言ってよい。
第3は、政策展開、とりわけ流通政策展開において重要なことだが、あくまでも側面か
ら促進するものだ、という点である。決して政策当局が表面だって行うものでもないし、
「箸の上げ下ろしにまで言及する」のはそれこそ本末転倒も甚だしい。換言すれば、流通
政策の基本目的は流通業者や流通部門の効率化等を側面から援助・支援することであり、
それこそが流通政策のあるべき姿だ、とも言えよう。特に流通業者の自助努力なくしては
どのように立派な政策も画餅に帰す恐れがある。まさに嫌がるロバを水際まで連れて行く
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表１．代表的中間答申公表年と標題
答申回数
第１回
第２回
第３回
第４回
第５回
第５回
第６回
第７回
第８回
第９回
第10回
答申年
昭和39年12月
昭和40年４月
昭和40年９月
昭和40年12月
昭和41年10月
昭和41年10月
昭和43年７月
昭和44年７月
昭和45年８月
昭和46年７月
昭和47年８月
標題
流通機構の現状と問題点
流通政策の基本方向
小売商のチェーン化について
卸売総合センターについて
物的流通の改善について
流通金融の改善について
流通近代の展望と課題
流通活動のシステム化について
流通近代化地域ビジョン
1970年代における流通
流通革新下の小売商業
ことは出来ても、水を飲ませることは出来ないのである。
以上の点を考えても、第2回中間答申における流通政策についての定義は重要な意味を
持つことが解る。ただ、この定義に盛り込まれている事柄が、その後の流通政策展開の中
で遵守されていたかどうかは別問題である。このようなことは世情よく生じる。理念や考
えは良かったが、実態がそれについていかない、などというのはそのことを端的に示す表
現と言ってよい。
これらの点はさておき、その後も数多くの中間答申がなされている。代表的な答申とそ
の公表年を示せば表1のようになる。言うまでもなく、表1における中間答申は、産構審流
通部会発足後の答申のみを挙げている。従って、商業部会時代の答申、さらには合同会議
における審議・答申は挙げていない。ただ表1を眺めていると、面白い点に気がつく。そ
れは昭和30年代後半以降数多くの答申がなされているという点である。就中、昭和39年5
月における諮問が大きな切っ掛けになっていることは明白である。「わが国流通機構の近
代化のためには、いかなる対策が必要であるか」という諮問である。この諮問に応える形
で、昭和39年以降数多くの中間答申が、我が国流通機構の近代化策として、模索・提示さ
れたとも言える。
また表1からも明らかなように、初期においては我が国の流通全体、特に仕組みとか構
造面における状況や問題が検討されている。そのことは第2回の中間答申で示された流通
政策の定義からも容易に想像できる。「構造変化の方向を見定めた上で」という文言の中
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にそのことは明確に示されている。すなわち、先ず政策を展開する上で重要な現状把握、
さらには問題点の抽出に精力を傾注していたと推察出来る。それ程この時期、我が国の流
通を巡っては問題が山積していたと言える。いわゆる生産体制の整備、さらには高度大衆
消費社会の到来に伴う大量生産・大量消費に、我が国の流通機構が十分に対応出来ていな
かったことを示している。大量生産→大量流通→大量消費という循環体制が整備出来てい
なかったのである。
このことは第2回の中間答申において、流通政策そのものが審議されたことにも繋がっ
ている。すなわち、わが国流通機構に関する現状分析や検討によって問題の所在が明確に
なるにつれ、その解決策として「政策」そのものが問われたからである。言い換えれば、
現状分析や検討などに伴う必然的な結果として様々な問題が露呈し、ひいてはそれら問題
解決を目途とする「政策」のスタンスを明確にする必要性に迫られたわけである。そのた
め、第2回の中間答申では拠って立つ土壌、つまりは原点を明確にしなければならなかっ
たのだろう。
３．黎明期の中間答申と流通政策
第2回中間答申以降の答申は、流通を構成する各項目についての検討・審議が中心とな
っている。特に、第3回から第5回にかけての答申がそうである。第3回の答申では、先ず
小売セクターが検討対象となっている。しかも小売商のチェーン化問題が採り上げられて
いる点に注意する必要がある。当時、大規模小売業、具体的には百貨店やスーパーなどに
対処するには、それと同等もしくはそれ以上の購買力の養成・獲得が必要だと考えられて
いたからである。
その対処法として採り上げられたのがチェーン化、それもボランタリーチェーンの推進
であった。ボランタリーチェーンは、これ以降数多くの答申で謳われながら、あまり定着
しなかったものでもある。当初「一国一城の主」という立場を損なわないボランタリーチ
ェーンは我が国中小零細小売商の救世主と考えられたが、目論見通りにはいかなかったと
も言えよう。
ボランタリーチェーンが我が国おいて隆盛をみるに至らなかったことについては色々な
理由が考えられるが、一つはボランタリーチェーンの主宰者が脆弱だったことが挙げられ
る。我が国の場合、メーカー主宰のボランタリーチェーン、卸主宰のボランタリーチェー
ン、小売主宰のボランタリーチェーンなどというように整理されているが、本来は小売も
しくは卸が主宰する点に主眼がある。
特に、中小零細小売商の購買力の増強という点に着目するならば、それら小売商が互い
に結集して、購買力を発揮するという点に本来の意味があるはずである。それぞれの資本
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の独立性は維持した上で、商品の共同仕入れなどによって費用を削減し、廉価販売を可能
にするというのがそれである。百歩譲って、我が国のように歴史的に卸の発達している国
では、卸が旗を振って、中小零細小売商を結集するという道もあるだろう。
どちらにしろ、ボランタリーチェーンは政策当局がその推進を謳った割には定着しなか
ったと言ってもよいだろう。むしろ我が国においては、主宰者と加盟者との権利関係が明
確なフランチャイズチェーンの方が定着したのは、政策当局の思惑とは異なり、ある種皮
肉な現象と言えるかもしれない。
第3回の答申で小売商問題が採り上げられたことから、第4回と第5回の答申では、他の
流通分野や問題が採り上げられている。第4回の答申では、小売と並んで流通部門の重要
な構成要素である卸が採り上げられている。小売と卸は流通の両輪と言っても決して過言
ではなく、それだけに第3回に小売を採り上げ、第4回で卸を採り上げたのは当然の流れと
考えられる。何故ならば流通は小売、卸を中核に機能しているからである。しかも、当時
「問屋無用論」などが喧伝されていたことを考えると、このような審議は時宜を得たもの
と言えよう16）。
もっとも、この答申で報告されている事柄が卸の立地適正化問題であった点に注意しな
ければならない。卸部門の遅れ、さらには流通に及ぼす悪影響が、単に商流だけでなく、
むしろ物流、特に倉庫・配送の非効率性に存在する、として検討を進めているのである17）。
その結果、「卸総合センター構想」なるものが提言されたわけである。
第5回の答申では表1にみるように、流通を構成する二大事項である商流と物流のうち、
後者について審議している。前者、商流に関しては、その担い手（機関）に焦点を当て、
小売商さらには卸売商について過去検討してきていたので、第5回の答申では今一つの柱
である物流を中心に据えて分析・検討したわけである。
また、第5回答申の特徴としては、2つの事柄を巡る答申が同時になされている、という
点が挙げられる。つまり、流通金融という、副次（付随）機能についても検討されている
のである。このことは当時、高度経済成長に伴い、卸商をはじめ小売商まで、多くの流通
機関が常に資金の確保に悩まされていたことの裏返しである。もとより、資金繰りや資金
の逼迫というのは何も流通業者のみの問題ではなかったのは言うまでもない。
これら両答申の中でも、「物的流通の改善について」という答申はわが国の流通政策を
考える場合、極めて重要な意味を有している。何故ならば、物流の改善や物流の近代化な
くして、流通近代化政策は成就しないからである。またこの答申は、政策当局者の物流分
野に対する関心を高めたという点でも重要なものである。
なお、この答申では物流の個別領域における問題点、具体的には包装、荷役、輸送、保
管などを巡る問題点が指摘され、これら各領域に跨る総合流通システムが欠如している点
や、製品規格における標準化の遅れなど、物流システム全体の合理化・近代化の遅れ等も
7
戦後流通政策の歩み
指摘されている。これらの問題点を指摘した上で、喫緊の解決課題として、パレットプー
ルの推進と包装の適正化が掲げられている。最近における「クレート」を巡る規格化の問
題をみても、物流分野における問題は尽きないようである。
第6回の答申は昭和43年7月、「流通近代化の展望と課題」という標題で公刊されている。
この答申は第1回の答申から4年の歳月を経てなされたものだが、当時の急激な経済事情の
変化、例えば外国資本の直接投資の自由化などを受けて、流通部門としても抜本的な体質
強化が求められていた時代の産物と言えよう。
特に、流通政策の意義と使命を明示したのが特筆される。そのことは「流通政策の現在
および将来の基本的課題をひとことでいえば、この流通活動を近代化
．．．．．．．．
することであるが、
それは単に、一活動分野、一事業の近代化に止まらず、その全体を体系的に近代化
．．．．．．．
するこ
と、いいかえれば、各分野、事業の均衡に留意しつつ、整合的に近代化することによって、
はじめて十全の経過を期待し得るものである（傍点筆者）」というように述べていること
からも明らかである18）。
この中間答申の中でも注目したいのは「流通活動の近代化」としている点である。流通
を実際に遂行している働き、すなわち「活動」を近代化すると謳っている点が大切である。
具体的な活動レベルでの問題を先ず解決しようという意図が伺えるのである。また、体系
的に行うという点にも注意したい。当時関心を集めつつあった体系的接近（システムズア
プローチ）の萌芽が読み取れるからである。このような問題意識の下、数多くの政策提言
を行っているわけだが、戦後の流通政策展開を考える場合、この答申は当時の経済状況の
激変を受けて、改めて原点に戻って流通そのものを見直した、と位置付けることが出来る
だろう19）。
第6回の答申において萌芽的にみられた体系的接近という手法、つまりシステム思考を
流通政策の中に本格的に取り入れたのが第7回の答申である。第7回答申は第6回答申から
丁度1年ほど経った昭和44年7月になされ、その核心は、流通を個別の活動の単なる集合と
捉えるのではなく、有機的な集合体と捉えるべきである、というところにある。個々別々
な活動とみるのではなく、それら諸活動が有機的、且つ統合的に結合した集合体として掌
握し、分析する必要があるということである。
この点に関して答申は「流通活動の機能高度化と生産性向上の要請に取り組むに当たっ
ては、まずわが国における流通活動の全体系
．．．．．．．．
を、各個別にばらばらな流通機能集合体では
なく、これを一個の全体として把握する
．．．．．．．．．．．．
ことを通じて、そのシステム化の方途
．．．．．．．．
を考え、さ
らにその次の段階で、そこへシステムズ・アプローチ的な思考を適応する
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ということで対
処していくことが必要である（傍点筆者）」というように述べている20）。
この提言から明らかなように、流通を個々の流通活動の単なる集まりと考えるのではな
く、物流活動をはじめとした流通諸活動の有機的、体系的集合体として押さえることの重
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要性を指摘している。その結果、「流通システム」なる考え方が登場したわけである。し
かも、流通システムの効率化のためにはどのような方策が採られなければならないかとい
うことが重要な関心事となっている。その意味で、第7回の答申は流通政策展開の中でも
重要な位置を占める、と言われている21）。
Ⅱ．政策立案における「ビジョン」という用語の登場と展開
１．ビジョンという用語の出現
数多くの中間答申の中で、その標題に初めて「ビジョン」なる文言が記されたのは第8
回の答申であった。昭和45年8月になされた「流通近代化地域ビジョン」という答申がそ
れである。もともとこの答申は、第6回答申において総合的な流通政策体系の中で立地条
件の適正化が提言されたことを継承したものである。言い換えれば、立地条件の適正化と
いう事柄に関して、より具体的な分析や考察を加えた結果、提言されたものである。とり
わけ流通活動が地域性を有するという点から、流通活動を地域別に整理・分類して施策提
言を行っている。すなわち、都市類型別に卸・小売業を展望し、それらの展望を基に地域
ごとの流通近代化施策を提示しているのである。
ただ標題でビジョンとはなっているが、これ以降で公表される流通ビジョンとはその様
相が違っている。あくまでも、地域近代化施策に関する試論であり、流通全体に関しての
政策提言が中心を占めるようになる、いわゆる安定成長期以降の答申とは趣が異なる。そ
の点では、第8回の答申において標題にビジョンという言葉が使われているが、これ以降
の答申が意味するビジョンとは、その次元も意味合いも違うと考えた方がよいだろう。
２．本格的用語としてのビジョンの登場
（1）第9回答申におけるビジョンの意義と重要性
中間答申の中で、ビジョンという用語の必要性と意義について本格的に言及したのが第
9回中間答申である。第9回答申は昭和46年7月「1970年代における流通」という標題で公
刊されている。この答申がなされた時代背景をまず押さえておく必要がある。というのは
長期間にわたる高度経済成長の結果、色々なところに歪みなどが発生し始めていたからで
ある。具体的には、公害問題の発生、急激な物価騰貴、外圧による円切り上げ要請など、
枚挙に暇がない。しかも包括的、総合的な答申であった第6回答申から3年ほどの歳月が流
れており、流通政策展開の方向性の見直しも求められていたからである。
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まさにこのような難しい状況下で第9回答申はなされたわけだが、1970年代における流
通政策の基本方向としては、生産性の向上、消費者利益の増進、流通活動による公害の防
止、流通活動の国際的展開、などという4つの事柄が提言されている。言うまでもなく、
これら4つの事柄に当時の状況が凝縮されている。言い換えれば、これら4つの事柄は当時
の社会・経済状況を如実に反映した事柄でもある。就中、後三者にその色合いが濃い。
とりわけ、これまで等閑視されがちであった「消費者利益の増進」が謳われている点に
注意が必要である。戦前は当然として、戦後においても生産部門の充実などは盛んに議論
されたが、消費に関してはさほど配慮されてこなかったからである。また消費者利益の増
進が謳われたことに当時の状況が影響していたのも想像に難くない。特に米国において消
費者主義（consumerism）が唱えられていたことの影響が大きい。すなわち、これまで無
視されがちであった消費者に対する注意が顧慮されるようになったわけである。
さらに、流通活動による公害防止が謳われている点にも注意したい。それ程この時期、
公害問題が世間の耳目を集めていたということである。当時、交通渋滞、特に商品の輸
送・配達に伴う渋滞や、排ガスが大きな社会問題になっていたからである。製造部門によ
る大気汚染・水質汚濁といった公害だけでなく、流通活動の結果生じる交通渋滞や排ガス
等の公害に対しても、世間の関心は高まっていたのである。
加えて、外国資本の我が国上陸という動きが高まるにつれて、流通外資の進出も取り沙
汰されるようになっていた。その結果として、否応なしに流通活動の国際的展開も要請さ
れていた。まさに自らが国際的展開に乗り出すというよりも、流通外資の我が国進出を受
けて、受動的に対応の道を探らざるを得なくなったわけである。そのことがこの答申の流
通活動の国際的展開の背景になっていたのは想像に難くないだろう。
このように、第9回答申では注通政策が目指すべき基本方向として4つの事柄が打ち出さ
れたが、これらの事柄を実現するには次の7つの点に留意すべきであるということが謳わ
れている。①流通ビジョンの確立②市場構造の高度化③有効競争の維持・促進④消費者利
益の増進⑤物的流通の合理化⑥人材開発⑦環境整備─などというのがそれである。
中でも、流通ビジョンの確立ということが挙げられている点に注意しなければならない。
既述のように、第8回答申において「流通近代化地域ビジョン」という標題が用いられて
いるが、それ程のはっきりとした問題意識があったわけではない。つまり、第8回のビジ
ョンという言葉と、第9回答申で謳われたビジョンとでは格段の違いがあるのである。換
言すれば、言葉そのものの水準や問題意識等が大きく異なる。それだけに、これ以降の答
申を大きく左右するようになる「ビジョンの確立」ということが謳われたことに大きな意
義を認めることが出来よう。
しかも、これ以降の時代を画する答申
．．．．．．．．
の中では、必ずビジョンなる用語が盛り込まれて
いる。例えば80年代の流通産業ビジョン
．．．．
、90年代の流通ビジョン
．．．．
、21世紀に向けた流通ビ
．
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ジョン
．．．
、そして昨年公表された新流通ビジョン
．．．．
に至るまで、標題に全て「ビジョン」が付
されている。加えて、これら答申は各時代の流通政策展開の基本指針を示したものであっ
た。それだけに、この時期「流通ビジョンの確立」ということが答申の中で指摘されたの
は、これ以降の答申に大きく影響することになっただけに、極めて重要な提言と言えよう。
もとより、流通ビジョンの確立を提言するには当然、それなりの理由があった。その点
に関して第9回答申は流通ビジョンを確立すべき理由として、流通近代化概念の不明確性
ないし不確定性と、流通政策の効率的・整合的遂行ということを挙げている22）。
前者、流通近代化概念の不明確性に関して第9回中間答申は「流通部門の各企業、特に
経済社会全般について的確な判断を下すための十分な材料に恵まれない多くの中小企業の
個々の近代化努力を容易化するとともに、流通部門の各企業間、あるいは企業と消費者の
間の無用な摩擦の発生をできるだけ防止するため、適切な方法とタイミングで流通部門に
．．．．．．．．．．．．．．．．．
対する国民経済的社会的要請の内容を具体的に明らかにする
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
とともに、必ずしも斉合的と
．．．．．．．．
は言えない諸々の要請の最適調和を追求するビジョンを確立する
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ことが必要となる。しか
も、その最適調和は、決して固定的なものではなく、必要に応じて弾力的に修正され
．．．．．．．．．．．．．．
る
．
『変
．
化の過程
．．．．
』として捉えられるべきであろう（傍点筆者）」というように述べている23）。
このような答申文の中で特に注意したいのが傍点の箇所である。「適切な方法とタイミ
ングで流通部門に対する要請を具体的に明らかにする」という点にビジョン提示の真の意
義が潜んでいる。すなわち当時、物価騰貴問題との関係から流通部門に対して、様々な社
会的要請があったが、その内容を明確にし、しかもそれらの要請が得てして二律背反的な
色彩を有したことから、それらの最適調和を図るようなビジョンを提示することの重要性
を謳ったわけである。
さらに、「最適調和」は決して固定的なものではなく、必要に応じて弾力的に修正され
るべきだとしている点にも注意が必要である。答申で、「変化の過程」と呼称しているの
がそれである。どちらにしろ、答申文では、まず国民経済的社会的要請の内容を具体的に
明示し、それらの要請の最適調和を図るようなビジョンを確立すべきだとしているのであ
る。言い換えれば、種々に存在する要請を適正な形で調整するようなビジョンの存在、あ
るいは調和に際しての「メルクマール」が必要だと指摘しているわけである。
その意味でも、流通ビジョンの確立、ひいては種々雑多な要請を差配するビジョンの必
要性が、この時期はっきりと政策当局によって意識されたということである。そのため、
これ以降の答申の標題に必ず「ビジョン」なる標題が付されるようになったのである。こ
れらの点を考慮するならば、第9回答申において流通ビジョンの確立が謳われたのは画期
的な出来事と言えるかもしれない。
半面、ビジョンなるカタカナ語が用いられたために、これ以降の答申においてカタカナ
語が多用される切っ掛けとなった答申という「負の一面」を有することも指摘しなければ
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ならない。これまでの答申においてもカタカナ語は用いられてきたが、この答申以降カタ
カナ語使用に、より一層拍車が掛かり、多用、ひいては濫用に近い状況になったとも言え
る24）。
この点に関してはよく指摘されることであるが、新しい事柄を表すためにインパクトの
ある表現を、ということも解らないわけではないが、何事にも限度・節度が必要である。
況んやカタカナ語を用いることによって曖昧性を増したり、それこそ「人を煙を巻く」よ
うな事態は絶対に避けなければならない。とかく、政策当局の報告書にはそのような風評
があるだけに留意しなければならない事柄と言えよう。
なお、ビジョンの確立に関して、答申文ではその必要性と並んで、留意事項も掲げられ
ている。ビジョンの性格等に関する留意事項というのがそれである25）。具体的には、ビジ
ョンの性格、適切な時点と対象、策定のプロセスということが指摘されている。
先ずビジョンの性格だが、「流通近代化ビジョンは、特定の業者・業態あるいは企業の
地位の維持や国による保護・助成を保証する性格のものではない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。ビジョンが業者・業態
ごとの将来の展望を行い、また、必要な施策についての提言
．．．．．．．．．．．．
を含むことは当然であるが、
それらは、いわゆるオーバー・コミットメント
．．．．．．．．．．．．
に陥らないように配慮する必要がある（傍
点筆者）」というように述べている26）。
このようなビジョンの性格についての論述から明らかなように、流通近代化ビジョンが
企業等の現在の地位を保証するものでなく、ひいては国による保護・助成を保証するもの
ではない、ということが明言されている。すなわち、流通に関する将来展望並びに必要な
施策についての提言はするが、それらは実際の企業活動等を拘束するものではない、と述
べているわけである。もとより、政策・施策というのはそのような性格を持つものであり、
過度に企業活動などを規制・拘束するのは好ましいことではない。
とは言え、このような論述の中に、政策当局の後ろ向きの姿勢、さらにはビジョンが実
現しなかった時の「言い訳」めいたものを感じるのも事実である。加えて、「オーバー・
コミットメント」という表現にも違和感がある。このような表現を採ることが果たして必
要か、ということである。また、このような表現は如何様に解釈することも可能だ、とい
うことが問題である。筆者としてはカタカナ語多用と共に、適切性を欠いた表現と指摘せ
ざるを得ない。
次に適切な時点と対象だが、「流通近代化ビジョンは、流通部門に対する多様化しかつ
変化する国民経済的社会的要請の最適調和を動態的に追求する
．．．．．．．．．．．．．
ことを基本とするものであ
るから、経済・社会の変化に対応して常に現実の指針として役立つよう
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、適切なタイミン
．．．．．．．
グで策定
．．．．
されなければならない（傍点筆者）」というように述べている27）。この答申文に
みるように、流通近代化ビジョンは、社会・経済の変化を見計らい、最良の時期に、最善
の指針を提示すべきことを謳っている。このこと自体は当然のことだが、最善の時期の掌
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握が難しいのは政策展開の中でよく指摘されるところである。これは何も流通政策だけで
なく、経済政策全般にも当て嵌まることであるが。
またビジョンが示されるべき対象に関して「流通部門全般を対象とする総合的ビジョン
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
を基本
．．．
として、さらに必要に応じ、地域、業種、業態、物資等のカテゴリー別の近代化ビ
．．．．．．．．．．．
ジョン
．．．
が策定されることが必要である（傍点筆者）」というように述べている28）。このよ
うな答申文にみるように、基本は流通全体を対象とするが、個別の事柄に関しても配慮し、
当該分野ごとのビジョンも策定すべきだ、としている。それもきめ細かく策定されるべき
だとしているのである。
最後に策定のプロセスだが、「流通近代化ビジョンは、そのできあがった内容もさるこ
とながら、それを策定するプロセスに大きな意味
．．．．．．．．．．．．．．
があることに注目すべきである。すなわ
ち何らかの形において、出来る限り多方面の関係者の参加を得て十分な検討を行い、国民
．．
的コンセンサスの確立
．．．．．．．．．．
の努力を経て策定されるべきである。ビジョンの妥当性と有効性は
．．．．．．．．．．．．．
、
そのような検討のプロセスから生み出される
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ものである（傍点筆者）」というように述べ
ている29）。
このような論述からも、ビジョンを創り上げるまでの過程を重視していることが明白で
ある。特に、数多くの関係者の参画を経て、それら関係者の合意を得られるようなビジョ
ンを示すべきことが謳われている。このことは、これまでの流通政策展開において、とも
すれば大規模小売業者と中小小売業者との対立・衝突が表面化し、それらの権益調整が難
しかったことと決して無縁ではない。いかに立派なビジョンを提示しても、関係者が納得
するようなものでなければ、画餅に過ぎないからである。つまり、そのような事柄を斟酌
した結果がこのような表現となったとも思量出来るのである。
（2）第9回答申と大規模小売業
流通ビジョンの確立と並んで、あるいはそれ以上に切迫した、重要な検討議題として大
規模小売業問題があった。当時、百貨店法の網を逃れて急成長を遂げていた業態がいわゆ
るスーパーである。第9回答申では「一般に擬似百貨店と称される百貨店以外の大規模小
売業が出現し、急速に発展するに従い、百貨店法のあり方が各方面から問題にされるに至
った」というように述べている30）。この論述にある「擬似百貨店」というのがスーパーで
あり、この小売業態が当時、大きな問題になっていたことを読み取ることが出来る。
もっとも、これら擬似百貨店をどのように扱ったらよいのかについては色々な意見があ
ったようである。規制対象拡大論（規制の強化論）、百貨店法の廃止論、衡平論（法適用
上の不平等の是正論）などがその代表である。すなわち、両極端な意見に、折衷的な意見
が錯綜して、侃々諤々の議論が展開されていたわけである。それ程、スーパーの存在は当
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時の法律を揺さぶっていたとも言える。まさに、様々な意見が存在していたのである31）。
多種多様な意見が存在したわけだが、その際における暗黙の了解事項もあった。それは
「スーパーを自由放任にはしない」ということと、「何らかの大規模小売業規制は必要だ」
ということである。このことは「百貨店その他の大規模小売業
．．．．．．．．．．
について、競争政策の観点
から考えると全く自由放任にしてよいとは考えられない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
（傍点筆者）」と述べている点か
らも明白である32）。このような論述からも明らかなように、百貨店だけでなく、その他の
大規模小売業（スーパー）も自由放任にはしない、としているのである。
他方、何らかの大規模小売業規制が必要だということに関しては「大規模小売業につい
ては、何等かの措置が必要
．．．．．．．．．
であるが、規制ないし調整は必要最小限
．．．．．．．．．．．．．
でなければならない
（傍点筆者））」と指摘されている33）。百貨店やスーパー等の大規模小売業を規制する措置
は必要だが、規制や調整は必要最小限でなければならないということである。
また、それらの措置のためには百貨店法の再検討が必要だとしている。しかも、再検討
に際しては3つの問題に配慮しなければならない、と指摘されている。第1は百貨店法の規
制緩和ということである34）。第2は規制対象の問題で、百貨店だけでなく、スーパーも含
むかどうかということである35）。そして第3は、営業規制の緩和である36）。
ただ、これら色々な事柄を検討したが、第9回中間答申では、結局、百貨店法の改正問
題にまでは踏み込むことが出来なかった。つまり多種多様な意見の集約が出来ず、この答
申に百貨店法の改正を盛り込むことは出来なかったのである37）。このようなことで先送り
となった大規模小売業の規制問題に決着をつけたのは、昭和47年8月になされた第10回中
間答申であった。
（3）大規模小売業と第10回中間答申
第9回中間答申で積み残しとなっていた大規模小売業問題を改めて審議した結果が昭和
47年7月になされた第10回答申「流通革新下の小売商業─百貨店法改正の方向」である。
言うまでもなく第10回答申は、制定後15年を経て金属疲労の様相を呈していた第二次百貨
店法の改正方向を示し、その後平成12年に大規模小売店舗立地法が施行されることにより
廃止されまでの間、約30年近くに渡って我が国の小売商業者間の権益調整を主導した大規
模小売店舗法（大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律）の骨格を
示したものである。
第10回答申は、第9回答申において審議未了となっていた「大規模小売業」に的を絞っ
て検討した結果が提示されおり、流通全体に対するビジョンを示した答申ではなかった。
ただ、第9回答申文中でも指摘されているが、第10回答申がカテゴリー別の近代化ビジョ
ンと考えるのも不可能ではない。すなわち当時、問題視されていた大規模小売業という業
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態に焦点を当てて検討したとも言えるのである。
そのことは、答申文において、戦後の我が国小売業の歩みと小売商政策の推移から説き
起こし、我が国小売業の構造変化、小売業の動向と今後の展望、さらには今後の小売商に
対する政策などに言及している点からも明らかである。このような論述はこれまでの中核
となる答申でもみられたところであり、その意味でこの答申もカテゴリー別のビジョン提
示とみなすことも出来よう。
もっとも、大規模小売業全体を対象とする法律制定へと繋がった答申だけに、単なるビ
ジョン提示よりもその占める位置と重要性はむしろ大きいと言えるかもしれない。同じこ
とはビジョンという標語を掲げていないが、大店法撤廃と大店立地法制定の大本になった、
産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会合同会議中間報告である「こ
れからの大店政策」についても言えよう38）。
すなわち、これら二つの答申は標題にビジョンという文言を掲げていないが、その重要
性などは決して小さくはないということである。二つの答申とも法律の改正へと繋がって
いるだけに、むしろ単なるビジョンの枠を超えていると言ってよいかもしれない。それ程、
大規模小売業と中小小売業との対立・軋轢を巡る論議は世間の耳目を集めやすいというこ
とだろう。
ところで、第10回答申の意義と重要性が小売商間の権益調整という点にあるのは言うま
でもない。この答申における考え方が、大規模小売店舗法体系の骨格となっているからで
ある。そのため、この答申では、大規模小売商と中小小売商との調整のあり方に関して、
4つの事柄に整理し、検討している。調整の考え方、今後の百貨店法改正の方向、百貨店
法改正の前提条件の整備、法改正までの間に執るべき措置などというのがそれである。こ
のような整理の仕方をみても、百貨店法を改正しなければならないという意識がはっきり
と伝わってくる39）。
先ず調整の考え方だが、「現行百貨店法は緩和すべきであると考えられるが、依然とし
て中小小売商と大型小売商の間には競争条件に大きな格差が存在しており、何らかの調整
が必要である」というように述べている40）。ここで重要なのは、百貨店法の規制を緩和す
ることの必要性に言及しながらも、何らかの調整は必要、としている点である。つまり、
百貨店法は緩和するにしても、中小小売商と大規模小売商との間に歴然とした格差が存在
する以上、両者の権益調整が必要だとしているのである。
また前答申でも指摘されたことだが、「中小小売商の合理化投資が大規模小売店の予期
．．．．．．．．．
しない進出による顧客の流れの変化
．．．．．．．．．．．．．．．．
により初期の効果を生じないおそれが大きいので、大
．
規模小売店の新増設については
．．．．．．．．．．．．．．
、その情報を合理的なタイミングで地元の中小商業者に周
知させること等により、中小商業者の対応努力をできる限り円滑化するよう配慮していく
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ことが必要である（傍点筆者）」というように述べて、調整の必要な理由について言及し
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ている点である41）。すなわち、大規模小売業の進出が周辺中小小売商に及ぼす影響を十分
に考慮した上で、両者の調整を図るということが謳われているのである。
加えて、大規模小売業の進出に際しては「商業施設の適正配置の観点を考慮に入れて行
われることが望ましい」と指摘されている42）。特に、大規模小売業の出店に際しては、商
業地域近代化計画などとの整合性を確保することが望ましい、としている。言い換えれば、
大規模小売業の出店は商業地域近代化計画に大きな影響を及ぼす可能性があるので、その
ような近代化計画との調和を図ることが大切だとしているのである43）。
第2に今後の百貨店法改正の方向に関しては、「大規模小売店進出に対する中小小売商の
円滑な対応を可能にするため、届出制
．．．
によりその進出を事前に周知させることを中心に行
われるべきであろう（傍点筆者）」というように述べている44）。ここで重要なのは、百貨
店法における「許可制」に代わって、「届出制」が提言されている点である。「原則禁止」
から「原則是認」へと、方針が変更されたとも言えよう。
また届出制の対象になるものとして、百貨店のみならず、大型スーパー、ショッピング
センター、寄合百貨店、地下街などが挙げられ、一定規模以上の店舗に適応する
．．．．．．．．．．．．．．
というこ
とが提言されている。つまり、従前の企業を規制するということから、店舗（建物）を規
制するということへと、規制対象が変化したのである。いわゆる企業主義から建物主義へ
の転換と言ってよい45）。
加えて、大規模小売店舗の新増設についての勧告、措置命令等を残す方がよい、として
いる点にも注意が必要である。百貨店法に存在している両罰規定を残存させることの必要
性を提言しているからである。さらに、営業日数や営業時間の規制を残すことも提案して
いる。この点に関して答申は「休日、営業時間の規制の態様は消費者利益の増進の観点か
ら改善すべき点があるが、何らかの形での休日
．．．．．．．．．
、営業時間に関する規制は
．．．．．．．．．．．
、妥当性を主張
．．．．．．
しうる
．．．
（傍点筆者）」というように述べている46）。
これらの点を考慮した上で、百貨店法改正の方向に関して、次の4つの事柄を掲げてい
る47）。
①流通近代化、消費者利益の確保の視点を法の中で明らかにする
②基準面積以上の大規模小売店舗の新増設については、許可制を事前届出制とし、通商
産業大臣の勧告、措置命令等の規定を設ける
③百貨店以外の新しい形態の大規模小売店舗を対象に含める
④営業時間、休日等の行為規制については、新しい事態に配慮しつつ、なお、これを存
続する
第3に、百貨店法改正の前提条件の整備に関しては、「規制の対象としては建物単位でと
らえた一定規模以上の小売店舗とせざるをえないが、建物単位でとらえた大規模小売店舗
には各種の形態がある」とした上で、一律の調整は適切ではないので、目的・機能に即し
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た調整を行うべきである、ということが謳われている48）。そして調整に際しては、各建物
の性格や特徴を十分に配慮しなければならない、と提言している。
第4に、法改正までの間にとるべき措置に関しては、次の2つの事柄を挙げている49）。一
つは百貨店審議会において百貨店法における新増設の許可手続等を再検討
．．．．．．．．．．．．．
し、運用の調整
．．．．．
につとめる
．．．．．
とともに、行為規制等について弾力化を図る
．．．．．．．．．．．．．．．
措置を講ずる、ということである。
そして今一つは、百貨店以外の大規模小売店舗に対する現行の行政措置を強化
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
することと
し、営業時間等についても
．．．．．．．．．．
実情に即しつつ中小小売商の事業活動の機会確保の見地を含め
指導の強化
．．．．．
を図る、ということである。言うまでもなく、これらの事柄は新しい法律にお
いて盛り込まれることが想定されていたものである。
このような中小小売商と大規模小売商との調整のあり方を示した上で、中小小売商施策
に関してもいくつかの提言を行っている。すなわち、大規模小売商の規制を行うだけでな
く、中小小売商に対しても今後のあり方を提示しているのである。意識の高揚と指導・助
成の強化、小売業の計画的な近代化の推進、チェーン展開の積極化、商店街近代化の推進、
小規模零細商業者に対する配慮などがそれである。
これらの提言の中でも、意識の高揚を図り、中小小売商自らの自助努力を促す、という
点が大切である。何故ならば、従前みられた中小小売業者の保護、権益確保ということが
多少薄まっているからである。このことは消費者利益の増進ということがクローズアップ
されていたことと密接な関係を持つ。従来は中小小売商の圧力に押され、政策当局の目が
どうしても業者側に向きがちであったからである。その点では、政策スタンスの大きな変
化と考えることも出来よう。
もう一点注意したいのは、チェーン展開の積極化の中で、コンビニの将来性について言
及している点である。このことに関して答申では「新しい小売形態として注目を浴びつつ
あるコンビニエンス・ストアについては、これがチェーンとしての展開を必要としている
点に留意してその振興を図る必要があろう」というように述べている50）。周知の通り、答
申で再三にわたり指摘されたボランタリーチェーンよりも、フランチャイズチェーン展開
を図ったコンビニの方が、多くの中小小売商の賛同・参画を得たからである。
なお、これら以外の提言については、十分に具現化されないまま、今日に至っている事
柄も多い。商店街近代化の推進などはその典型と言ってよい。このことに関しては、これ
以降の答申でも色々な提言がなされたが、今日においても満足ゆくべき成果を出せていな
い。その点では、中小小売商問題は古くて、新しいものでもあると言えよう。
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おわりに
本稿では、戦後流通政策の歩みということで、主に現代流通政策の前史、あるいは前夜
に焦点を当てて考察を展開してきた。とりわけ、戦後なされた様々な答申を吟味・検討す
ることによって、各時代においてどのような事柄が政策課題として認識されていたか、な
どということを浮き彫りにしてきた。言うまでもなく、その際の分析・考察の中心を占め
たのが、産構審流通部会によってなされた中間答申である。本稿では、第1回から第10回
までの答申に関して吟味した。周知の通り、これ以降も時代を画するいくつかの答申がな
されている。それらについては次稿において検討する予定である（平成20年11月24日脱稿）。
注）
１）新流通ビジョンの中で「経済産業省が、流通産業についてビジョンをまとめるのは12年ぶりと
なる」という言葉に、この辺の事情を読み取ることができる。経済産業省編「新流通ビジョン」
経済産業調査会、平成19年、3頁。言うまでもなく、前回流通ビジョンなるものが示されたのは、
平成7年6月15日に公刊された「21世紀に向けた流通ビジョン」（以下前書と略称）である。「10年
一昔」と言われるが、まさにワンディケードを経て、新たなビジョンが示されたわけである。こ
のことは極めて重要な意味を持っている。それは流通政策とは何かということを考えれば明確で
ある。とりわけ筆者は、前稿において流通政策に関する概念的枠組、具体的にはその位置づけと
体系について詳細な分析を展開しているので参照されたい。拙稿「流通政策についての一考察」
作新経営論集第17号、37頁～52頁。
２）吉川洋の言葉を借りるならば、「我々の住む経済はどのように動いているのか。それをどう理解
するのか。これが『理論』である。他方、問題があると考えるときに
．．．．．．．．．．．．
、それをどのように解決す
．．．．．．．．．．．
るか
．．
、それが『政策』にほかならない（傍点筆者）」という点に如実に示されていると言えよう。
吉川洋「ケインズ主義を問う」日本経済新聞、平成8年4月18日号。このような吉川による理論と
政策との対応を商業・流通分野に適応した際の押さえ方に関しては、拙著「商業政策論序説」税
務経理協会、平成14年、15頁～16頁参照。
３）世情、流通を商流、物流、情報流と三分割し、これらを並列的に扱う傾向があるが、筆者は
「これは流通の何たるかを全く弁えない愚挙だ」と考えている。この点に関しては前稿においても
指摘したが、あえて本稿でも再述しておこう。拙稿、前掲論文、41頁。つまり、このことは流通
機能、とりわけその根幹をなす基本機能
．．．．
あるいは本質機能
．．．．
を何に求めるか、ということと軌を一
にしている。商業学における機能研究が提示した事柄を等閑視しているとも言える。すなわち、
商業学においては商業機能を本質機能と副次機能とに峻別し、それぞれについて下位機能さらに
は具体的活動事項を分析・検討しているからである。このような分類・整理においては言うまで
もなく、何をもって本質機能とし、何を副次機能とするのかというメルクマールが明示されてい
る。当然だが、商業・流通において「必要・不可欠な働き」こそが本質機能として抽出される。
言い換えれば、その働きを欠けば、もはやそれは商業あるいは流通という名に値しないような事
項こそが本質・基本機能として抽出されるのである。また、商業・流通に「固有の働き」という
ことも重要である。商業・流通においてのみ観られる「働き」と言ってもよいだろう。つまり、
商業・流通の分野においてのみ観られる「働き」であって、他の分野・領域においては観られな
いということである。しかも、それらの「働き」を欠けば、それはもはや商業・流通とは呼び得
ないような「働き」こそが、本質・基本機能なわけである。しかも重要なのはそれらの何れもが
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「経済機能」としての色彩を有しているということである。つまり、経済諸機能のうち、商業・流
通に固有の、しかもその存在に必要不可欠な機能のみが、本質機能と呼び得るのである。加えて、
商業・流通において広く存在し、観察されるというのも大切な点である。畢竟するに、商業・流
通の基本機能あるいは本質機能たるためには、必要不可欠性
．．．．．．
、固有性
．．．
、遍在性
．．．
という三つの基準
を充足する必要がある。このような基準ないしはメルクマールに照らしてみた場合、既述の商流
及び物流がこれらの三つの基準を充足しているのは言うまでもない。この点の詳細な理由に関し
ては、拙稿「小売機構」宮原義友編『商学概論』同文舘、平成14年、80頁～82頁参照。それに対
して、情報機能は確かに重要な「経済機能」ではあるが、商業・流通に固有の機能ではない。従
って、副次機能ないしは付随機能として、その重要性は些かも減じるものではないが、商流、物
流という事柄と同列に扱うことは出来ない。確かに、商流、物流、情報流と整理すると、一見収
まりがよいが如く思量されるが、事柄の意味するところを考えた場合、そのような整理・分類は
問題がある。このようなことは何も、流通の分類においてのみ観られるわけではない。つまり、
物事の本質を無視して、整理したり、論じられている事柄は数多い。一例を挙げれば、「消費者ニ
ーズの多様化」などというのは誤謬の最たるものである。詳しくは拙著「リーテルビジネス論」
創成社、平成18年、149頁～157頁参照。
４）我が国において本格的な国内商業政策、とりわけ流通政策が展開されるようになるのは前稿に
おいても指摘したように、昭和30年代に入ってからである。この点の事情に関しては拙稿、前掲
論文を参照。また過去、筆者は戦後の流通政策展開に関して、黎明期の流通政策、高度成長期の
流通政策、安定成長期の流通政策、というように整理して考察した。詳しくは、拙著「商業政策
論序説」第2章、第3章を参照。しかし、既述のように昨年「新流通ビジョン」が久し振りに公刊
されたことで、改めて流通政策の展開を再点検する必要性が生じた。その際キーワードになるの
が「ビジョン」という言葉である。まさに本稿は、流通を巡る今日に至るまでの審議会の動きを
「ビジョン」という言葉の下に再考することを目的としている。なお、過去の産業構造審議会を中
心とした流通を巡る議論及び答申とその内容の詳細に関しては、拙著「商業政策論序説」を参照。
５）拙著「商業政策論序説」第1章参照。
６）戦前、戦後直ぐの商業を巡る状況の詳細に関しては、拙著「商業政策論序説」31頁～32頁参照。
７）拙著「商業政策論序説」30頁。
８）我が国においてはスーパーと通称しているが、もともとは米国語としてのスーパーマーケット
（super market）に由来しているのは周知の通りである。戦後、我が国の小売経営者達が大挙して
米国を訪問し、その当時米国で隆盛を示していた、数多くの小売業態を我が国に同時・一時に導
入した結果登場したのがスーパーである。すなわち、チャーンストア、ディスカウントハウス、
スーパーマーケットなどの小売経営手法を我が国に持ち込み、スーパーという日本独特の小売業
態を創り上げたとも言えよう。スーパーマーケットなるものはニューヨーク・ロングアイランド
においてマイケル・カレンが「キング・カレン」なる店舗を開設したのが始まりと言われている。
しかも、取扱品目は食品が中心で、廉価販売、セルフセレクションを基本として運営されていた。
衣料品や雑貨品を取り扱っていなかったという点に注意が必要である。スーパーマーケットの登
場とその業態内容に関しては、佐藤肇「日本の流通機構」有斐閣、昭和49年、35頁～37頁参照。
なお我が国においては、既述のようにスーパーマーケットだけでなく、数多くの小売業態を参考
にしたため、取扱品目によってスーパーを、総合スーパー、食品スーパー、衣料スーパーなどと
いう分類を行っている。
９）ちなみに流通政策において「ビジョン」が提言されている審議会はすべて合同会議である。「80
年代の流通産業ビジョン」、「90年代の流通ビジョン」、「21世紀に向けた流通ビジョン」は全て、
産業構造審議会流通部会と、中小企業政策審議会流通小委員会との合同会議における議論の結果
が公刊されたものである。
10）第二次百貨店法の内容は概略次のように体裁となっていた。先ず百貨店の新増設は「許可制」
となり、営業時間や日数も規制されていた。また規制対象となったのは百貨店業者であり、その
点では「企業主義」が採られている。すなわち、企業主義が採られていたため、百貨店と定義さ
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れる業者の設置する店舗は小規模なものを含めて（例え100平方メートル程度の店舗の増・開設で
も）規制されることとなった。さらに「許可制」ということの中には「原則禁止」ということが
含意されていた。なお百貨店業者とは次のようなものと規定されていた。「物品販売業（物品加工
修理業を含む）であって、これを営むための店舗のうちに、同一の店舗で床面積の合計が1,500平
方メートル（都の特別区及び政令指定都市では3,000平方メートル）以上のものを含むもの」と。
第二次百貨店法の特徴などについては拙著「商業政策論序説」30頁～31頁参照。
11）流通に対する関心増大の背景及びその概念の詳細に関しては、拙稿「流通についての一考察」
作新経営論集、第16号、21頁～35頁を参照。
12）スーパーマーケットに関しては流通部会メンバーによる懇談という形で、昭和39年4月「スーパ
ーマーケットに関する報告」が纏められている。詳しくは久保村å祐、田島義博、森宏「流通政
策」中央経済社、昭和57年、66頁を参照。
13）久保村他、前掲書、66頁。
14）第2回中間答申の重要性に関して田島義博は次のように述べている。「第2回中間報告は、わが国
の流通政策のあり方につき、初めて本格的な検討を加えた
．．．．．．．．．．．．．
ものであって、単に近代化政策のみな
らず、流通政策全体の展開
．．．．．．．．．
を考える上で、極めて重要な意味
．．．．．．．．
をもっている（傍点筆者）」と。久保
村他、前掲書、66頁。
15）久保村他、前掲書、66頁。
16）問屋無用論なるものが世間の注目を集めるようになった切っ掛けは、林周二著「流通革命論」
中公新書の影響が大きかったと言われている。丁度林の著書が出版されたのが昭和37年であるこ
とをみても、そのことは明らかである。
17）この点に関して田島義博は次のように述べている。「わが国流通機構において卸売商の果たす機
．．．．．．．．
能は重大
．．．．
であるとの認識に立ちながらも、卸売商の近代化・合理化の立ち遅れ
．．．．．．．．．．．．．．．．
と、政策的にこれ
を全く放置したことが、問屋街における既存の倉庫・店舗の狭隘化
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
と、都市過密による卸機能低
．．．．．．．．．．．
下と経費増
．．．．．
をもたらしたという反省の上で、卸商が規模利益を享受できるような体制を確立する
ことによって、流通コストを低減し、物価の抑制にも貢献する必要があることを指摘し、具体的
には、卸総合センターの建設促進
．．．．．．．．．．．．
を提言している（傍点筆者）」と。久保村他、前掲書、74頁。こ
のような田島の指摘をみるまでもなく、当時の卸問題の根源が物流、とりわけその立地と、配送
や輸送に伴う都市交通への悪影響にある、と考えられていた。そのため、交通混雑緩和や流通コ
ストの削減のためにも、卸商の集約化、具体的には卸売施設の集中・センター化構想が提言され
たのである。詳しくは拙著、商業政策論序説、35頁～36頁参照。
18）通商産業省企業局編「流通近代化の展望と課題─産業構造審議会中間報告」大蔵省印刷局、
昭和43年、1頁。
19）この答申内容の詳細については、通商産業省企業局編「流通近代化の展望と課題」を参照。ま
た本報告書の意義などについては、拙著「商業政策論序説」37頁～40頁参照。
20）通商産業省企業局編「流通システム化へのみち」大蔵省印刷局、昭和44年、181頁。
21）第7回中間答申の意義と重要性について田島義博は次のように述べている。「物流近代化がその
他の流通活動をも含めて、流通システム化政策
．．．．．．．．．
の構想へと昇華したのは、1969年7月の流通部会中
間報告であった。この報告は、それまでの流通近代化政策の総合化・体系化の歩みの
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、いわば集
．
大成
．．
とも評すべきもので、政策の総合化
．．．．．．
、体系化という横への拡がりは
．．．．．．．．．．．．．
、ここで政策同士の有機
．．．．．．．
的結合という段階に到達
．．．．．．．．．．．
したわけである（傍点筆者）」と。久保村他、前掲書、79頁。このような
田島の論述からも、第7回の答申が流通政策に新たな視角や思考をもたらしたことは明白である。
そのような視角や思考の中核をなしているのがシステム思考であり、システムズアプローチなわ
けである。
22）流通近代化ビジョンの確立という点に関して、第9回中間答申はビジョンの必要性に触れ次のよ
うに述べている。「流通政策は、流通部門の望ましい将来像について的確なビジョンを描く
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ことか
ら始められなければならない。将来に対するビジョンの確立の必要性
．．．．．．．．．．．．．．．．．
は、流通政策のみならず、
広く経済政策全般について言われるべき事がらであるが、流通政策に関しては次の理由によりこ
20
の点を特に強調する必要がある。第一の理由は、流通近代化という概念の不明確性ないし不確定
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
性に関連
．．．．
する。近代化ビジョンの確立の必要性の理由の第二は、流通政策の効率的斉合的遂行
．．．．．．．．．．．．．
の
ためである（傍点筆者）」と。このような答申文からも流通ビジョン確立の意義と重要性が明確に
なる。通商産業省企業局編「70年代における流通─産業構造審議会第9回中間答申」大蔵省印刷
局、昭和46年、54頁～55頁。
23）通商産業省企業局編、70年代における流通、55頁。
24）第9回中間答申以降のカタカナ語多用もしくは濫用の具体例は、「80年代の流通産業と政策の基
本方向に関する中間答申」、いわゆる「80年における流通産業ビジョン」にみることが出来る。そ
の最たる例は、第9回答申では「多様化する消費者欲求の充足」という表現だったことが、「消費
者ニーズの多様化」などという、全く誤った用法を採用したことなどを挙げることが出来る。通
商産業省企業局編、70年代における流通、54頁、並びに通商産業省産業政策局・中小企業庁編
「80年代の流通ビジョン」通商産業調査会、昭和59年、4頁参照。特に筆者が問題としたいのは、
消費者ニーズの多様化というような誤った表現を用いたために、これ以降、答申だけでなく新聞
等でも、同様の表現がその意味を忖度することなく機械的に使われるようになったという点であ
る。この表現の誤りなどの詳細に関しては、拙著、リーテルビジネス論、149頁～157頁参照。ま
た、80年代における流通産業ビジョンという答申文の中では、これ以外にも多くのカタカナ語が
登場している。キャッチアップ、ハイテック、ハイタッチ、ハイキャッチ、フォローアップ、ホ
ームオートメーション、モータリゼーション、ワンストップショッビング、スプロール、コミュ
ニケーション、アーケード、コンセプト、パターン、コミュニティ、シーズ、チェーンオペレー
ション、セルフサービス、オンライン、ニューメディア、モニター、ガイドポスト、ボランタリ
ーチェーン、フランチャイズチェーン、コミュニティ・マート、ポケットパークなど、序説だけ
をみても数多くのカタカナ語がきら星の如く用いられている。これらの中には日常語として定着
したものもあるが、今日でも首をかしげたくなるようなものも使われている。
25）通商産業省企業局編、70年代における流通、56頁。
26）通商産業省企業局編、70年代における流通、56頁。
27）通商産業省企業局編、70年代における流通、56頁。
28）通商産業省企業局編、70年代における流通、56頁。
29）通商産業省企業局編、70年代における流通、56頁。
30）通商産業省企業局編、70年代における流通、69頁。
31）これらの様々な意見の詳細については、通商産業省企業局編、70年代における流通、69頁～71
頁参照。
32）なお百貨店を含む大規模小売業を自由放任にしない根拠として、この答申は次のように述べて
いる。「中小商業者の合理化投資（たとえば、商店街近代化投資）が著しく低下するか、あるいは
折角の合理化投資が大規模店の予期しない進出による顧客の流れの変化により初期の効果を生じ
ないことになるおそれが大きい」と。通商産業省企業局編、70年代における流通、70頁。
33）通商産業省企業局編、70年代における流通、70頁。
34）百貨店法の規制緩和に関して答申は次のように述べている。「同法は、中小商業者の事業機会の
確保を目的とするものであるが、制定以来15年を経過して経済の規模は著しく拡大し、これに伴
い中小商業者の活動の機会も拡大していることにかんがみると、同法による大規模小売業者の事
．．．．．．．．．．．．．．
業の量的規制は
．．．．．．．
、基本的方向として緩和されることが適当と考えられる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
（傍点筆者）」と。通商産
業省企業局編、70年代における流通、70頁～71頁。
35）規制対象に関して答申は次のように述べている。「同法は百貨店のいわば資本力に着目し、大規
模な店舗のみならず、大規模な店舗を有する大規模企業の小店舗をすべて規制の対象
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
としている
が、このような考え方には前述した大型店舗に対する措置の必要性にかんがみると少なからず疑
問があり、対象を一定規模以上の店舗に限ること
．．．．．．．．．．．．．．．．．
について検討が行われるべきである（傍点筆者）」
と。通商産業省企業局編、70年代における流通、71頁。このような論述の背景には、規制を企業
から、建物へと変更するということがある。いわゆる企業主義から、建物主義への転換である。
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36）営業規制の緩和に関して答申は次のように述べている。「営業時間、休日に関する規制は、一般
にはその妥当性を主張しうる十分な根拠があると考えられるが、現行の具体的法規制には、消費
．．
者利益の増進の観点から問題がある
．．．．．．．．．．．．．．．．
。特に営業時間については
．．．．．．．．．
、一定の時間内において企業の自
．．．．．．．．．．．．．．
主選択の余地を極力拡大する
．．．．．．．．．．．．．
方向で進むべきである（傍点筆者）」と。通商産業省企業局編、70年
代における流通、71頁。このような論述からも解るように、営業日数はさておき、営業時間は企
業の自主性に任せるべきことが謳われている点に注意したい。その点では、営業規制が多少緩和
される方向での検討がなされたことが読み取れる。
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．．．．．
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